
2023年８月1日 

各 位 

キーウェアソリューションズ株式会社

代表取締役社長 三田 昌弘 

（コード番号：3799 東証スタンダード）

問い合わせ先 経営企画部 広報ＩＲ室長 北川 久美子 

（電話 03-3290-1111） 

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の契約締結のお知らせ 

当社は、株式会社三井住友銀行（頭取CEO：福留 朗裕、以下、三井住友銀行）と「ポジティブ・イン

パクト・ファイナンス」による融資契約(以下、本融資契約)を締結いたしました。 

当社グループは、2023年３月期に５ヵ年中期経営計画「Vision2026」をスタートし、経営インフラ戦

略として「SDGs戦略」「人材戦略」等を掲げ、積極的に取り組みを行っています。こうした当社の取り

組みをご評価いただき、本融資契約の締結に至りました。 

当社は今後も引き続き、持続的な成長とサステナブルな社会の実現に向けて取り組みを推進してまい

ります。 

１.「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の概要

ポジティブ・インパクト金融原則（※1）に則り、企業の事業活動が環境・社会・経済にもたらすイン

パクト（ポジティブな影響とネガティブな影響）を包括的に分析・評価し、サステナビリティ経営の実

現に向けた活動を継続的に支援することを目的とした融資です。 

 三井住友銀行が当社の事業活動に関連する重要なインパクト領域を評価し決定した重要取組項目お

よび評価指標は後段の通りです。取り組みの推進と定期的な進捗状況の開示を行い、三井住友銀行より

モニタリングと継続的なサポートを受けます。

※1 ポジティブ・インパクト金融原則

SDGsの達成に向け、金融機関が積極的な投融資を行うための原則として、2017年1月に国連環境計画・金融イニシア

ティブ（UNEP FI）により策定されたものです。資金提供先企業のネガティブな影響を軽減し、現実的かつ信頼性のあ

る方法でポジティブな影響を高めるための資金提供のあり方を定めており、「定義」、「枠組み」、「透明性」、「評

価」の4つの原則で構成されています。 
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２.「重点取組項目及び評価指標」

重点取組項目 目標・評価指標（KPI） 
関連する 

SDGs 

環境負荷の低減、

持続可能な社会の

実現への貢献 

企業活動における

資源とエネルギー

消費を削減する 

システム構築 

＜目標＞ 

・CO₂排出量の削減

2026年度目標：35％削減（2013年度比）

2030年度目標：46％削減（2013年度比）

・電気使用量の削減

2026年度目標：35％削減（2013年度比）

・紙使用量の削減

2026年度目標：70％削減（2013年度比）

＜評価指標＞ 

・CO₂排出量

・電気使用量

・紙使用量

国内産業の 

DX推進 

最適なデジタル

医療サービス 

の提供による 

医療課題の解決 

＜目標＞ 

・電子カルテ、部門システムの情報管理への

 貢献

（電子カルテ及び部門システムの情報管理に

おける対象患者数） 

①2026年度までに外来100人/日

②2026年度までに病院として９万人

・地域包括ケア事業への参画

2026年度までに２件

・小規模病院への電子カルテ導入、全国での

 導入率UPへの貢献

2026年度までに３件導入（2020年10月１日

時点、対象エリア未導入292病院）

＜評価指標＞ 

・電子カルテ、部門システムの情報管理にお

ける対象患者数

・地域包括ケア事業への参画状況

・小規模病院への電子カルテ導入件数

クリーンなサービ

ス環境の提供・提

案による業務効率

の向上と環境保全

への貢献 

＜目標＞ 

・統合基幹業務システム「Biz∫」導入支援

 を通じた組織全体の業務プロセス可視化、

 業務効率改善と生産性向上に繋がる基幹シ

 ステムの最適化およびペーパーレスによる

 環境保全への貢献
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①2026年度までにIaaS/PaaS導入支援件

数累計15件

②2026年度までにSaaS導入支援件数累計

２件

＜評価指標＞ 

・Biz∫導入支援件数

最先端技術の探求 

と普及に資する 

人材の育成 

＜目標＞ 

・情報処理技術向上に向けた資格取得支援の

 強化、DX人材の育成

＜評価指標＞ 

・「情報処理技術者試験資格」、「プロジェ

クトマネジメントプロフェッショナル

（PMP🄬）資格」の取得状況 

健康経営、

ダイバーシティ 

経営の推進 

働きやすい 

職場環境の整備 

＜目標＞ 

・ワークライフバランスの推進

①年次有給休暇の年間取得日数増加（前年

度比）

②月間平均残業時間削減（前年度比）

・女性活躍の推進

①2026年度までに女性雇用率20％以上

②女性管理職５名以上、係長相当職10名以

上増加（2020年度比） 

＜評価指標＞ 

・年間休暇取得日数

・月間平均残業時間

・女性雇用率

・女性管理職人数

・女性係長相当職人数
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